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県内の幼稚園・小学校・中学校・高等学校およ

び特別支援学校では、豊かな自然環境の中で行う

さまざまな体験活動をとおして、自然の大切さを

学び、身近な環境問題に関心を持つことができる

子どもたちの育成を図ります。また、家庭や地域

社会、民間団体との連携を深め、環境保全に関す

るボランティア活動の紹介やボランティア活動ヘ

の参加意欲を高める取組を進めていきます。

県内の学校・園では、「学校環境デー」（6月5

日）を中心とした時期に、創意工夫ある活動を行

うことをとおして環境教育に取り組む意欲を一層

高め、主体的によりよい環境を作り、環境に配慮

した望ましい行動をとることができる子どもたち

の育成を図ります。

子どもたちが本物の自然に触れる体験をとおし

て習得した知識・技能を活用して、課題を解決する

能力を育てることが大切であることから、学校等

の教育現場で活用可能な森林環境教育の手法や進

め方に関する研修講座を実施します。

また、インターネットを活用した研修（ネットDE

研修）において、環境教育に関する研修講座を２ 

講座配信し、教職員が勤務校等で効果的・効率的

な研修ができるようにします。

県内の学校、地域団体、市町等の要望により、

地域に出向いて講座を実施するとともに、市民向

け環境講座など三重県環境学習情報センターの講

座の開催により、環境教育・環境学習の機会を積

極的に提供していきます。

次世代を担う子どもたちの環境保全意識を醸成

していくため、子ども向け環境講座やエコフェア

の開催など、子どもを対象とした体験型の環境教

育・環境学習を推進していきます。

地域住民が主役となり、地域の自然や歴史、文

化などを守り伝えるとともに、人びとの交流や学

びの場を提供することをめざした宮川流域エコミ

ュージアムの取組を推進するため、宮川流域案内

人の活動を促進します。

① 入 体

団体見学の受入については、展示ホールの見

学と体験講座をセットにして実施することで、

より効果的な環境教育・環境学習を提供します。

画 充

展示ホールに設置した月替わりの企画展示コ

ーナーを利用して県内の環境に優しい取組を実

践している企業、学校、NPO、ボランティア団

体などの活動を紹介します。

森林公園の適正な維持管理を進めるとともに、

利用者参画型の運営を促進します。

環境学習の場として、展示や交流スペース等の

施設の充実と活用を図ります。

また、年間行事に、各種の講座やフィールドワー

クなどを計画します。

フィールドワークでは、ミュージアムフィールド

を活用し、自然環境保存のための人材育成を支援

します。

広く環境に関する知識を身につけ、体験型・参

加型の環境学習が実践できる指導者を養成します。
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快適で安全な道路環境の確保および河川・海岸

等の美化を図るため、道路敷の除草、清掃および

河川敷の除草や海岸等の流木処理、清掃を行いま

す。

また、道路、河川、海岸等の美化活動の推進を

図るため、ボランティア団体等に作業用物品の提

供等の支援を行います。

県民が自主的に参画する県民参加の森林づくり 

を進めるため、森林ボランティア初心者向けの研

修会を開催します。

宮川流域ルネッサンス事業は、「宮川流域ルネッ

サンス協議会」が主体となって、宮川流域ルネッ

サンス事業の理念を引き継ぐ事業方針を策定し、

取組を行っています。県は引き続き同協議会に参

画し、地域を支える多様な主体との協働のもと、

地域資源を生かした自発的な地域づくりの取組を

推進していきます。

県は地域の多様な主体が参画する地域主導の取

組を進めるとともに、普及啓発活動や住民との協

働に継続して取り組みます。

地域における環境教育の展開を目的として、子

ど も 向 け 環 境 教 育 プ ロ グ ラ ム で あ る キ ッ ズ

IS014000プログラムを実施する学校と、社会

貢献の一環としてこれを支援する企業との調整な

ど、多様な主体の連携による取組を進めます。

これまでに取り組んできたサマーエコスタイル

キャンペーンを継続し、県内事業所に夏季の適正

冷房と軽装勤務を呼びかけます。

夏季の適正冷房と軽装勤務実施期間 

平成28（2016）年5月1日から10月31日まで

小規模事業所の環境経営を促進するため、取り

組みやすく費用負担の少ない環境マネジメントシ

ステムである「三重県版小規模事業所向け環境マ

ネジメントシステム：ミームス（M-EMS）」の普及

を一層進めます。

「企業環境ネットワーク・みえ」や「みえ・グ

リーン購入倶楽部」により、会員企業が中心とな

った企業間連携や行政との協働による自主的な環

境活動を推進します。

有害性のある化学物質について、発生源と排出、

移動量の把握を「特定化学物質の環境への排出量

の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に

基づき行うPRTR制度とともに、事業者による適

正な管理を促進します。

また、三重県ホームページ「三重の環境」、パン

フレット等を用い、広くPRTR制度の啓発を行う

とともに、排出、移動量の集計結果について公表

し、事業者の自主管理を促します。

① の  

職員一人ひとりや職場全体による環境にやさ

しいオフィスづくりに向けた環境保全活動を推

進するため、長年の IS014001の取組で培っ

たノウハウを生かしながら本県の行政運営の仕

組みである「みえ成果向上サイクル（スマート

サイクル）」により、積極的な取組を進めます。

②   シ テム 充

三重県環境調整システムにより、県開発事業

における計画段階からの環境配慮を進めます。

県内企業が環境・エネルギー関連分野に進出す

るため、県内企業や高等教育機関との間でネット

ワークを構築するとともに、県内企業の技術力を

生かした製品開発に向けた研究開発を支援するな
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ど、環境・エネルギー関連産業の育成と集積に取

り組んでいきます。

また、国内外の企業や大学等の有識者をメンバ

ーとした「みえスマートライフ推進協議会」を運

営し、新技術・新製品の開発をめざしたネットワ

ークづくりを支援することにより、県内中小企業

の環境・エネルギー関連分野への進出を促進しま

す。

県内中小企業の公害防止、環境保全等の環境問

題に対する取組に対し必要となる資金の融資を実

施します。

三重県環境影響評価条例の適正な運用に努め、

開発事業等に係る環境影響の低減により適正に環

境保全を図ります。

工場や事業場の新増設に伴う公害を未然に防止

するため、公害事前審査制度により、環境法令に

基づく排出基準の適合性の確認だけに限らず、工

場等の業種および地域特性に応じて、周辺環境に

及ぼす影響を可能な限り低減しているかどうか等

の審査を行います。

環境関係の諸法令に基づく規制等の権限を有し

ていない市町長等が、その区域の実態に即したき

め細かい対応を行うことができるように、三重県

環境基本条例に基づき、市町長等と事業者との環

境保全協定の締結を促進します。

公害に係る紛争については、公害紛争処理法に

基づくあっせん、調停や三重県生活環境の保全に

関する条例に基づく調査請求等の制度により、そ

の迅速かつ適正な解決を図ります。

また、公害等に係る苦情については、公害苦情

相談員により、県民からの苦情相談にあたるとと

もに、市町等と協力して、その適切な処理を行い

ます。

① 係 究

産業廃棄物の削減、資源リサイクルに取り組

む県内企業と共同研究を行い、企業における当

該技術の開発を支援します。

廃棄物溶出試験において、重金属類を測定す

るために用いる ICP-MS等の精密分析機器は、

検液中の共存物質の影響による干渉作用を受け

るため、測定結果に誤差を生じやすいという欠

点があります。しかし、公定法には明確な前処

理手順が示されていないため、測定妨害物質を

含有する検液の前処理に苦慮しており、結果報

告までに時間を要しているのが現状です。そこ

で本研究では、これら不明瞭な点を明らかにし、

適切に対処できる手法を確立することを目的と

します。

①

環境省委託「化学物質環境実態調査」の一環

として、既存化学物質による環境汚染の未然防

止を図るため、四日市港等の水質、底質および四

日市市内の一般環境大気の実態調査を行います。

ジ ン 状  

P 生 析 関 究

PM2.5の発生源は多様であり、発生源寄与率

を推定するためには、必要な指標物質を測定す

ることが不可欠となります。今研究では、燃焼

物の指標として注目されているジカルボン酸類

の実態を把握するため、PM2.5に含まれるジカ

ルボン酸類の分析法を確立しました。今後は、

その手法を用いて、県内でサンプリングした

PM2.5中のジカルボン酸類の分析を行い、他自

治体のデータとも併せて、発生源寄与、高濃度

予測等の解析精度の向上をめざします。
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大 中 オゾン 、

デ 関 究

 光化学オキシダントは、県内の一般環境測定

局24局で測定を行っていますが、近年、環境

基準を達成している測定局はありません。本研

究では、光化学オキシダントの主成分であるオ

ゾンと、オゾンと同様に光化学反応で２次生成

すると考えられるホルムアルデヒドおよびアセ

トアルデヒド（以下、「アルデヒド類」という。）

との挙動を明らかにしようとしています。今後

は、オゾン濃度が高くなると予想される日や時

間帯を選んで、オゾンとアルデヒド類の同時捕

集を行い、１日の中でのこれらの挙動について

調査していきます。また、ポンプを用いずに捕

集する方法（パッシブ法）によるオゾンとアルデ

ヒド類の測定と併せて、光化学オキシダント発

生のメカニズムを明らかにしていきたいと考え

ています。

① 排水 Dの

公定法で規定されている生物化学的酸素要求

量（BOD）の測定において、測定を効率的に行う

ためには、測定値をあらかじめ適切に推測し、

その推測値から試料の希釈倍率を決定する必要

があります。しかし、希釈倍率の決定には熟練

を要するため、BODの値を簡便に推測する手

法が必要となります。そこで、本研究では試料

中の糖とタンパク質の濃度を測定し、BODと

の回帰式を作成することで、糖とタンパク質の

濃度からBODを簡易かつ精度良く推測して、

適正な希釈倍率を決定する方法を開発します。

・

伊勢湾の干潟やアマモ場におけるCO2固定能

力の定量的な評価手法を確立するとともに、干

潟・アマモ場の再生可能工リアを把握します。

①

資源枯渇による肥料価格の高騰に対応するた

め、水田におけるカリウムの減肥栽培基準の策

定に取り組みます。また、採卵鶏ふんを用いて

土壌改良効果を持つ安価な粒状肥料を開発し、

新肥料の登録を進めます。

出 水

水田の生物多様性調査の手法およびその活用

事例を紹介し、PRに努めます。また、調査方

法の習得を希望する生産者に対して指導を行い

ます。

英虞湾・的矢湾における赤潮や環境変化によ

る被害の防止や軽減を図るため、水質、底質、

プランクトンの発生状況を監視するとともに、

漁業関係者に情報提供します。

け 水

本県沿岸域の重要水産資源の持続的な利用に

向け、漁獲実態や生態的特性を調べ、それらに

基づく資源評価を行います。

ン ン

伊勢湾から熊野灘沿岸において、有害プラン

クトンの発生状況および海洋環境の調査を愛知

県と共同で実施し、有害赤潮の発生環境や広域

的な赤潮の輸送パターンを把握することで、熊

野灘沿岸域における有害赤潮の発生機構を解明

し、赤潮予察技術の開発につなげます。

め

アユの資源回復に向け、種苗の放流効果向上

を図るため、カワウ被害と冷水病被害の軽減対

策に取り組みます。

三重県ホームページ「三重の環境」では、環境

調査データの中で、大気環境は大気常時監視デー

タ、光化学スモッグ情報として毎時更新をするほ

か、化学物質、水環境等のデータについても、よ

り広くわかりやすく情報提供します。

地域森林計画の樹立にあわせ、森林簿、森林計

画図などの基本情報や治山、林道、保安林等の関

連情報の整備を進め、システムの適正な運用に努

めます。また、森林の適正な管理のため、森林簿

データ等を市町や関係者に提供します。

（ ） 多 な す
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環境監視、発生源監視（大気）を行う環境総合監

視システムを運用し、大気環境と主要な発生源の

常時監視を行うとともに、光化学スモッグ注意報

の発令等の緊急時対策を実施します。

公共用水域（河川・海域）および地下水について、

関係機関と連携し、水質の常時監視を実施します。

環境省が示す23の優先取組物質のうち、測定

法が示されているベンゼン、トリクロロエチレン

等の21物質の大気環境調査を実施します。

大気、河川、海域、底質、地下水および土壌の

ダイオキシン類による汚染状況を常時監視します。

本県では、自動車交通騒音および航空機騒音の

測定を実施するとともに、市町の協力を得て、一

般地域の環境騒音および道路交通振動の測定を実

施します。

環境保全技術を開発途上地域に移転し、地球環

境保全、世界経済の持続的発展に資するために設

立された公益財団法人国際環境技術移転センター

（ＩＣＥＴＴ）に対して、職員を派遣するなど人的な

協力を行います。
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